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１．内部統制の効率化・高度化の必要性 

  （１）効率化・高度化の目的・必要性 

  （２）求められる高度な経営課題に関するリスク管理の仕組み 

  （３）現場で起こっていること 

(内部統制報告制度対応にありがちな課題) 

  （４）内部統制報告制度対応を経営管理の向上に活かすために 

２．内部統制報告制度対応の効率化策 

  （１）内部統制にかかるコストの構成要素 

  （２）内部統制の「整備コスト」削減のポイント 

  （３）短期的対応（過剰な文書化要求の見直し、会計以外の統制 

の文書化の不要化、文書類の管理方法の見直し等） 

  （４）中長期的対応（CAATS／文書管理ツール等の IT ツール 

の活用による文書管理作業の効率化等） 

  （５）内部統制の「運営コスト」削減のポイント 

  （６）分析的手続等のモニタリング手続の一層の活用 

  （７）全社統制・IT 統制の充実化による運用コストの低減  

  （８）統制評価目的のみの帳票作成の見直し 等 

  （９）内部統制の「評価コスト」削減のポイント 

 （１０）評価対象コントロール数の削減 

     ・評価範囲の見直し、キーコントロールの削減、 

システム統制等の拡充 

 （１１）１コントロール当たりの評価負荷の削減 

     ・サンプル数の見直し、認識すべき不備の定義見直し 等 

 （１２）効率化事例の紹介 

３．制度対応の枠を超えた効率化・最適化 

  （１）モニタリングの最適化とは 

  （２）内部監査機能の強化 

  （３）モニタリングの統合 

  （４）リスク・コントロール管理の一元化  

(「GRC」のコンセプト紹介) 

 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 

 
 
 
 
 

 

■開催にあたって■ 

 

財務報告に係る内部統制報告制度が導入さ

れ、複数年が経過しました。各企業は多大な経

営資源を投入しましたが、適用当初に多少の

非効率を認識しながら対応した内部統制報告

制度について、制度対応プロセスの費用対効

果の向上や、整備・構築と評価体制のあり方を

見直し、内部統制の「効率化」と「高度化」を図

りたいと感じている企業は少なくありません。効

率化・高度化に取り組むにあたっては、制度対

応として達成すべき水準・ポイントを理解したう

えで非効率な部分を減らし（効率化）、その結

果生まれたリソースを企業が本来個々に持つ

べきモニタリングの仕組みに割り当てること（高

度化）という手法が有効です。その際には、企

業が制度対応を超えて内部統制・リスクマネジ

メント態勢をどう構築するかに関する経営者の

長期的なビジョンの明確化が重要です。内部統

制の効率化は、がむしゃらに作業を削減すれば

良いわけではなく、制度上の要点を押さえた上

で、統制にかかるコストの各構成要素(整備コス

ト、運用コスト、評価コスト等)をそれぞれに分解

して考えることが有効です。整備コストおよび運

用コストを削減するには、例えば文書化のありか

たの見直し、リスクやコンプライアンスに係る統

合的な管理のフレームワーク構築によるプロセ

スの合理化、IT 及び文書・データ管理ツールの

合理的活用の実現といった中長期的な視野で

の検討が必要です。評価コストの削減は、例え

ば、キーコントロールや評価対象範囲の大胆な

絞り込みや、サンプル数の再検討、自動化統

制の比率向上等の施策が考えられます。内部

統制の高度化は、内部統制が対象とするリスク

の範囲の拡大や、より経営管理と一体となった

リスク管理活動の構築等によって達成されま

す。また、ガバナンス、リスク、コンプライアンス

に係る統合的な管理のフレームワークを経営に

取り入れ、これらの活動の最適化を目指す取

組みを行うことも内部統制の効率化・高度化の

双方を実現する中長期的取組として検討に値

します。  
 

 

 

 

～ 制度対応の効率化と経営管理への活用にむけて ～ 

 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 
 
・内部監査部門において内部統制関連の業務を担当されているご担当者 
 

※コンサルティング業、士業の方など、講師とご同業の方のお申し込みはお断りする場合がございます。 

 

大手監査法人にて、不動産、製造業、商社等の内部統制報告制度対応、内部監査等の支援業務に従事。

2014 年に KPMG コンサルティング株式会社に入社。同様に内部統制報告制度対応、内部監査、リスク、

コンプライアンス等のコンサルティング業務に従事。現在に至る。公認会計士、公認内部監査人（CIA）。 
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■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail にてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。後日（開催日１週間
～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 
※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
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